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未分割遺産を換価した際の
譲渡所得税の取扱いについて

（東京高裁平成23年9月21日判決、TAINS・Z261－11770）

1

は
じ
め
に

相
続
に
お
い
て
換
価
分
割
が

行
わ
れ
る
場
合
、
相
続
人
の
譲

渡
所
得
税
の
取
扱
い
に
つ
い
て

も
慎
重
な
検
討
が
必
要
と
な

る
。
本
事
案
は
、
家
事
審
判
手

続
の
中
で
競
売
（
換
価
）
さ
れ

た
土
地
に
つ
き
、
最
終
的
に
審

判
に
お
い
て
財
産
を
取
得
し
な

か
っ
た
相
続
人
に
譲
渡
所
得
税

の
課
税
処
分
が
行
わ
れ
争
わ
れ

た
事
例
で
あ
る
（
納
税
者
敗

訴
）。
実
質
所
得
者
課
税
の
原

則
、
譲
渡
所
得
の
課
税
の
趣
旨

等
、
実
務
に
お
い
て
示
唆
に
富

む
事
案
と
な
っ
て
お
り
、
以
下

検
討
す
る
。

2

事
案
の
概
要

本
事
案
の
原
告
乙
は
、
被
相

続
人
丙
（
昭
和
53
年
9
月
19
日

死
亡
。
以
下
「
被
相
続
人
」
と

い
う
。）
の
子
で
あ
り
、
乙
の

法
定
相
続
分
は
7
分
の
1
で
あ

っ
た
。
係
争
と
な
っ
た
相
続
財

産
で
あ
る
土
地
（
以
下
「
当
該

土
地
」
と
い
う
。）
に
つ
い
て
、

平
成
17
年
8
月
2
日
、
相
続
を

原
因
と
す
る
移
転
登
記
が
行
わ

れ
た
。

被
相
続
人
の
相
続
に
つ
き
、

相
続
人
ら
の
間
で
遺
産
分
割
協

議
が
調
わ
な
か
っ
た
こ
と
か

ら
、
相
続
人
の
一
人
で
あ
る
Ｃ

が
千
葉
家
庭
裁
判
所
市
川
出
張

所
（
以
下
「
千
葉
家
裁
」
と
い

う
。）
へ
遺
産
分
割
調
停
を
申

し
立
て
た
も
の
の
、
平
成
16
年

9
月
3
日
、
調
停
不
成
立
と
な

り
審
判
に
移
行
し
た
。

千
葉
家
裁
の
家
事
審
判
官

は
、
第
2
回
審
判
期
日
（
平
成

16
年
11
月
17
日
）
に
お
い
て
、

家
事
審
判
法
に
基
づ
く
中
間
処

分
と
し
て
、
Ｃ
に
対
し
て
当
該

土
地
の
競
売
を
命
じ
、
被
相
続

人
の
遺
産
管
理
者
と
し
て
Ｎ

（
以
下
「
本
件
遺
産
管
理
者
」

と
い
う
。）
を
選
任
す
る
旨
の

審
判
を
し
た
。

Ｃ
は
平
成
17
年
6
月
15
日
、

前
記
中
間
処
分
に
基
づ
き
、
千

葉
地
方
裁
判
所
に
対
し
換
価
の

た
め
の
競
売
を
申
し
立
て
、
同

裁
判
所
は
、
平
成
18
年
2
月
8

日
、
当
該
土
地
に
つ
き
株
式
会

社
Ｏ
（
以
下
「
Ｏ
」
と
い
う
。）

に
対
し
て
売
却
許
可
決
定
を

し
、
Ｏ
は
同
年
3
月
15
日
に
売

却
代
金
で
あ
る
9
4
5
1
万
円

を
納
付
し
、
同
日
付
競
売
に
よ

る
売
却
（
以
下
「
本
件
売
却
」

と
い
う
。）
を
原
因
と
す
る
相

続
人
ら
か
ら
Ｏ
へ
の
持
分
全
部

移
転
登
記
が
さ
れ
た
。

本
件
遺
産
管
理
者
は
手
続
費

用
控
除
後
の
売
却
代
金
を
本
件

遺
産
管
理
者
名
義
の
預
金
口
座

に
保
管
し
た
。

平
成
19
年
9
月
26
日
に
審
判

が
な
さ
れ
、
公
正
証
書
遺
言
に

よ
り
遺
贈
を
受
け
て
い
る
乙
の

特
別
受
益
の
額
が
、
遺
産
等
に

法
定
相
続
分
を
乗
じ
て
計
算
し

た
本
来
的
相
続
分
を
超
え
て
い

る
こ
と
か
ら
、
乙
の
具
体
的
相

続
分
は
ゼ
ロ
で
あ
る
旨
の
審
判

が
な
さ
れ
た
。

乙
は
平
成
18
年
分
の
所
得
に

つ
い
て
、
申
告
す
べ
き
所
得
が

な
い
と
考
え
確
定
申
告
書
を
提

出
し
な
か
っ
た
も
の
の
、
船
橋

税
務
署
長
は
、
当
該
土
地
が
競

売
さ
れ
た
こ
と
に
よ
る
譲
渡
所

得
に
つ
き
、
乙
に
対
し
所
得
税

の
確
定
申
告
義
務
が
あ
る
と

し
、
所
得
税
1
7
0
万
円
、
無

申
告
加
算
税
31
万
円
を
課
税
す

る
決
定
処
分
等
を
行
っ
た
た

め
、
そ
の
取
り
消
し
を
求
め
た

裁
判
で
あ
る
。

3

争
点
1

実
質
所
得
者
課
税
の
原
則
に
反
す

る
か

本
稿
で
は
2
つ
の
争
点
に
絞

っ
て
検
討
す
る
。

（
1
）
納
税
者
の
主
張

乙
は
多
額
の
特
別
受
益
が
あ

る
こ
と
か
ら
、
乙
に
は
実
質
上

の
相
続
持
分
は
な
く
、
ま
た
、

当
該
土
地
売
却
代
金
は
本
件
遺

産
管
理
者
が
保
管
し
、
乙
は
売

却
代
金
を
受
け
取
っ
て
い
な
い

こ
と
か
ら
、
乙
は
単
な
る
名
義

人
で
あ
り
、
そ
の
経
済
的
利
益

を
実
質
的
、
終
局
的
に
取
得
し

な
い
場
合
に
該
当
す
る
か
ら
、

乙
に
課
税
す
る
こ
と
は
所
得
税

法
第
12
条
に
規
定
す
る
実
質
所

得
者
課
税
の
原
則
に
反
す
る
。

（
2
）
裁
判
所
の
判
断

具
体
的
相
続
分
は
遺
産
分
割

に
よ
っ
て
初
め
て
具
体
的
相
続

分
の
有
無
及
び
割
合
が
確
定
す

る
の
で
あ
る
か
ら
、
遺
産
分
割

前
の
時
点
で
は
、
具
体
的
相
続

分
が
な
か
っ
た
と
い
う
こ
と
は

で
き
な
い
。

ま
た
、乙
は
、当
該
土
地
売
却

時
に
お
い
て
、
法
定
相
続
分
の

割
合
に
応
じ
て
共
有
持
分
を
有

す
る
所
有
者
で
あ
っ
た
こ
と
は

明
ら
か
で
あ
り
、
当
該
土
地
売

却
代
金
は
、
乙
ら
の
代
理
人
で

あ
る
本
件
遺
産
管
理
者
が
取
得

・
管
理
し
て
い
た
の
で
あ
る
こ

と
か
ら
、
当
該
土
地
売
却
時
に

お
い
て
、
乙
が
当
該
土
地
売
却

に
係
る
収
益
を
支
配
し
て
い
た

と
評
価
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
3
）
検
討

実
質
所
得
者
課
税
を
規
定
す

る
所
得
税
法
第
12
条
は
「
難
解

な
条
文
と
し
て
有
名
」
1
と
さ

れ
る
。

実
質
所
有
者
課
税
の
解
釈
と

し
て
、
経
済
的
帰
属
説
（
所
得

は
そ
れ
を
経
済
的
・
実
質
的
に

支
配
し
て
い
る
者
に
帰
属
す
る

と
い
う
考
え
方
）
と
、
法
律
的

帰
属
説
（
所
得
は
法
律
上
の
真

実
の
権
利
者
に
帰
属
す
る
と
い

う
考
え
方
）
が
あ
る
。
文
理

上
、
両
者
と
も
解
釈
可
能
で
あ

る
が
、
経
済
的
帰
属
説
に
立
つ

場
合
、「
だ
れ
が
実
際
に
支
配

し
て
い
る
か
を
調
べ
る
こ
と

は
、
非
常
に
困
難
で
」
あ
る
一

方
、
法
律
的
帰
属
説
に
立
つ

と
、「
対
象
と
な
る
事
案
の
私

法
上
の
法
律
関
係
を
解
明
し
、

そ
れ
に
し
た
が
っ
て
所
得
の
人

的
帰
属
を
決
め
る
こ
と
と
な

り
」、「
法
律
関
係
に
応
じ
て
課

税
関
係
が
決
ま
る
と
い
う
意
味

で
、
所
得
の
人
的
帰
属
を
決
め

る
に
あ
た
っ
て
、
ど
の
よ
う
に

な
る
か
分
か
ら
な
い
と
い
う
不

明
確
さ
の
度
合
い
は
、
か
な
り

低
い
」
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か

ら
、「
現
在
で
は
、
12
条
を
法
律

的
帰
属
説
に
立
っ
て
理
解
す
る

立
場
が
通
説
」
と
さ
れ
る
2
。

本
事
案
に
お
い
て
、
競
売
に

よ
り
換
価
し
た
当
該
土
地
は
遺

産
分
割
前
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

当
該
土
地
は
相
続
人
の
共
有
財

産
（
民
法
第
8
9
8
条
）
と
な

り
、
当
該
土
地
の
譲
渡
代
金
の

う
ち
、
乙
の
持
分
相
当
額
に
つ

い
て
は
、
法
律
上
の
真
実
の
権

利
者
で
あ
る
乙
に
帰
属
す
る
と

の
裁
判
所
の
判
断
は
妥
当
な
も

の
と
思
わ
れ
る
。

4

争
点
2

「
収
入
す
べ
き
金
額
」
に
つ
い
て

（
1
）
納
税
者
の
主
張

所
得
税
法
第
36
条
1
項
に
い

う
「
収
入
す
べ
き
金
額
」
と

は
、
後
日
、
そ
の
収
入
が
実
現

す
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
い
る

と
こ
ろ
、
乙
に
と
っ
て
は
、
そ

の
譲
渡
収
入
は
実
現
し
な
か
っ

た
の
で
あ
り
、
競
売
時
点
に
お

い
て
、
乙
が
譲
渡
収
入
と
さ
れ

る
金
額
を
受
け
取
る
と
い
う

「
収
入
の
実
現
可
能
性
」
も
な

か
っ
た
（
ま
た
は
、
限
り
な
く

ゼ
ロ
に
近
か
っ
た
）
の
で
あ
る

か
ら
、
乙
の
譲
渡
収
入
に
関
し

て
、
競
売
時
点
に
お
い
て
権
利

確
定
主
義
の
基
準
を
適
用
す
る

こ
と
は
で
き
な
い
。

（
2
）
裁
判
所
の
判
断

譲
渡
所
得
課
税
は
、
資
産
の

値
上
が
り
に
よ
り
そ
の
資
産
の

所
有
者
に
帰
属
す
る
増
加
益
を

所
得
と
し
て
、
そ
の
資
産
が
所

有
者
の
支
配
を
離
れ
て
他
に
移

転
す
る
の
を
機
会
に
、
こ
れ
を

清
算
し
て
課
税
す
る
も
の
で
あ

っ
て
、
不
動
産
の
売
却
に
よ
っ

て
譲
渡
人
が
直
接
受
け
取
っ
た

現
金
を
所
得
と
し
て
課
税
す
る

も
の
で
は
な
い
か
ら
、
乙
が
本

件
売
却
代
金
を
自
ら
受
け
取
っ

て
い
な
い
こ
と
を
理
由
と
し

て
、
本
件
売
却
に
よ
る
譲
渡
所

得
が
発
生
し
て
い
な
い
と
い
う

こ
と
は
で
き
な
い
。

そ
し
て
、本
件
当
該
土
地
は
、

本
件
売
却
に
よ
り
第
三
者
へ
の

譲
渡
が
さ
れ
、そ
の
代
金
は
、乙

ら
相
続
人
の
代
理
人
と
し
て
の

本
件
遺
産
管
理
者
が
、
取
得
・

管
理
し
て
い
た
の
で
あ
る
か
ら
、

本
件
売
却
時
点
に
お
い
て
、
乙

は
本
件
売
却
に
よ
る
譲
渡
益
を

実
現
し
て
い
た
と
い
え
る
。

（
3
）
検
討

資
産
の
譲
渡
に
つ
い
て
は
、

裁
判
所
が
指
摘
す
る
と
お
り
、

「
譲
渡
所
得
に
対
す
る
課
税

は
、
資
産
の
値
上
が
り
に
よ
り

そ
の
資
産
の
所
有
者
に
帰
属
す

る
増
加
益
を
所
得
と
し
て
、
そ

の
資
産
が
所
有
者
の
支
配
を
離

れ
て
他
に
移
転
す
る
の
を
機
会

に
、
こ
れ
を
清
算
し
て
課
税
す

る
趣
旨
の
も
の
と
解
す
べ
き

（
最
高
裁
昭
和
43
年
10
月
31
日

判
決
）」
で
あ
り
、
ま
た
、「
た

と
え
ば
資
産
を
譲
渡
し
た
場
合

は
、
そ
の
所
有
者
が
相
手
方
に

移
転
し
、
代
金
債
権
が
成
立
し

た
と
き
に
所
得
が
実
現
し
た
こ

と
に
な
る
（
東
京
高
判
平
成
元

年
1
月
30
日
月
報
35
巻
6
号
1

1
2
9
頁
）」3
と
考
え
る
の
が

妥
当
と
考
え
る
。

5

更
正
の
請
求
に
つ
い
て
の
私
見

本
事
案
に
お
い
て
納
税
者
は

敗
訴
し
た
も
の
の
、
乙
は
譲
渡

代
金
を
最
終
的
に
は
取
得
し
て

お
ら
ず
、
乙
の
純
資
産
は
増
加

し
て
い
な
い
と
い
う
こ
と
に
は

留
意
が
必
要
で
あ
る
。

も
し
、
本
事
案
に
お
い
て
、

換
価
処
分
が
行
わ
れ
た
年
に
譲

渡
所
得
に
関
す
る
確
定
申
告
書

の
提
出
が
な
さ
れ
た
と
し
た
場

合
の
更
正
の
請
求
に
つ
き
検
討

す
る
。

本
事
例
に
係
る
更
正
の
請
求

に
つ
い
て
は
、
国
税
庁
は
、
質

疑
応
答
事
例
4
で
「
申
告
期
限

ま
で
に
換
価
代
金
の
分
割
が
行

わ
れ
て
い
な
い
場
合
に
は
、
法

定
相
続
分
に
よ
り
申
告
す
る
こ

と
と
な
り
ま
す
が
、
法
定
相
続

分
に
よ
り
申
告
し
た
後
に
そ
の

換
価
代
金
が
分
割
さ
れ
た
と
し

て
も
、
法
定
相
続
分
に
よ
る
譲

渡
に
異
動
が
生
ず
る
も
の
で
は

あ
り
ま
せ
ん
か
ら
、
更
正
の
請

求
等
を
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ

ん
。」
と
し
、
更
正
の
請
求
を

認
め
て
い
な
い
。

し
か
し
、
本
事
案
に
お
い
て

納
税
者
は
家
事
審
判
手
続
に
お

い
て
当
該
土
地
の
換
価
代
金
を

取
得
し
て
い
な
い
こ
と
か
ら
、

「
総
収
入
金
額
の
全
部
若
し
く

は
一
部
を
返
還
す
べ
き
こ
と
と

な
っ
た
場
合
」（
所
得
税
法
第

64
条
第
1
項
）
に
該
当
す
る
も

の
と
考
え
、
所
得
税
法
第
1
5

2
条
に
規
定
す
る
「
第
64
条
に

規
定
す
る
事
実
」
が
生
じ
た
も

の
と
し
て
同
条
に
基
づ
く
更
正

の
請
求
を
認
め
る
余
地
が
あ
る

の
で
は
な
い
か
と
考
え
る
。

若
し
く
は
、「
後
発
的
理
由
に

よ
る
更
正
の
請
求
（
終
局
審
判

も
国
税
通
則
法
第
23
条
2
項
1

号
の
「
判
決
と
同
一
の
効
力
を

有
す
る
和
解
そ
の
他
の
行
為
」

に
あ
た
る
と
解
す
べ
き
で
あ

る
）
の
手
続
を
通
じ
て
当
該
課

税
処
分
の
取
消
を
求
め
る
こ
と

が
で
き
る
、と
解
す
べ
き
」5
と

考
え
、
納
税
者
の
権
利
救
済
を

図
る
こ
と
が
妥
当
と
思
わ
れ
る
。

1

別
冊
Ｊ
ｕ
ｒ
ｉ
ｓ
ｔ
「
租
税

判
例
百
選
（
第
6
版
）」（
有
斐

閣
、
2
0
1
6
）
54
頁

2

佐
藤
英
明
「
ス
タ
ン
ダ
ー
ド

所
得
税
法
（
第
2
版
補
正
2

版
）」（
弘
文
堂
、
2
0
2
0
）

2
9
8
頁

3

金
子
宏
「
租
税
法
（
第
23
版
）」

（
弘
文
堂
、
2
0
1
9
）
3
1

0
頁

4

国
税
庁
Ｈ
Ｐ
「
未
分
割
遺
産

を
換
価
し
た
こ
と
に
よ
る
譲
渡

所
得
の
申
告
と
そ
の
後
分
割
が

確
定
し
た
こ
と
に
よ
る
更
正
の

請
求
、
修
正
申
告
等
」

5

金
子
宏
「
租
税
法
（
第
23
版
）」

（
弘
文
堂
、
2
0
1
9
）
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5

0
頁

日
本
税
務
会
計
学
会

藤
田

章
〔
麹
町
〕
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